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参入阻止価格と需要
および情報の不確実性
?
本 昇
I はじめに
ベイン＝シロスーモディリアーニの参入阻止価格論（以下B=S=M理論と略す）で
は，次のような仮定の下で参入阻止価格の決定を論じている。すなわち，
(1) 既存企業はその当面する市場需要関数について確実な知識をもっている。
(2) 既存企業は参入企業の費用構造ないし生産規模について確実な情報を得て
いる。これらの仮定によって， B=~ヤM理論においては，既存企業は参入阻止
価格を確実に設定し，それによって利潤を求めて参入を企図する潜在的企業を
挫折させることができるとしている。しかし事実として，寡占市場は一般に確
実性の世界ではなく，個別企業がその市場需要や個別需要について，また潜在
的参入企業の実態について，正確な知識をもっているとみなすことは単純化の
ための 1つの便法にすぎないであろう 1)。寡占企業にとって確実に知られてい
るのは，せいぜいその企業自身の費用構造および現行価格とその価格での生産．．． 
量，したがってまたその価格での市場需要と個別需要の大きさぐらいであり，
その価格以外の価格での市場および個別の需要量，したがって需要表全体につ
いてはほとんど正確な知識をもっていないとみてよいであろう。またその市場
における他の競争企業の費用構造についても正確な情報を得ていることは稀で
1)このことは価格を変化させることによって販売量に生じる変化を予測できず，不測の
結果に狼狽する寡占企業の存在によって知られるが，また大企業の需要把握の実態調
査の結果からも明らかである。経済同友会調査報告〔9〕。
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あり，いわんや潜在的参入企業の費用構造について正確な情報を得ているとみ
なすことはむしろ不当な単純化であり，無意味な結論に導くおそれがある。
このような観点から，カミエン＝シュワルツ，バロンおよびゴールドバーグー
モイラオらは参入阻止価格の問題に「不確実性」を導入することを試みたが，
しかし彼らの導入した不確実性は参入そのものに関してであり，その議論は参
入c/)確率が既存企業の価格政策と市場需要の成長率に依存するという仮定の下
に展開されている 2)。市場需要関数については，やはりそれを確実に知られて
いるとみなしており，その限りにおいて前記の仮定(1)と変わりはない。そこで
本稿においては， カミエン＝シュワルツらとは異なって，需要と情報の不確実
性を考慮に入れて参入阻止価格の有効性という問題を検討してみたい。そのた
めに，以下においては先の仮定(1),(2)とは対照的に，次のような仮定が設定さ
れるであろう。すなわち，
仮定 (i) 既存企業はその市場とそれ自身の需要の状態について不確実な知
識よりもっていない。
仮定 (ii) 既存企業は潜在的参入企業の費用構造ないし生産規模に示される
参入の戦略について不確実な情報より得ていない。
前者は，別な視点からではあるが，既にバロン，リーランドおよびフランケル
らによって考慮された要因でありa>,後者はそれがいわゆる「不完全情報」の
問題の 1つであることを意味する。
これらの仮定は既存企業の行動に関連するが，他方で潜在的競争の相手とし
ての参入企業についても同様の仮定をおくことが必要であろう。これまでの参
入阻止価格論では，潜在的参入企業は，それ自身の費用構造を与えられたもの
として，現行市場価格，既存企業の得ている利潤，および「参入障壁」を考慮
2) Kamien and Schwartz 〔幻， Baron〔幻，〔4〕, Goldberg and Moirao 〔刀，
De Bondt 〔的。ただし潜在的競争の問題に確率論的要素をもち込む試みは既に早く
0. E . ウィリアムソンによってなされている。 Williamson(14〕。
3) Baron 〔2〕, Leland 〔1〇〕， Frankel(6〕〇
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して参入を計画するものと暗に仮定されていた。しかし参入企業も市場需要や
参入後のそれ自身にとっての需要関数を知悉しているわけではない。また既存
企業の費用構造，生産技術，および販売組織などの参入障壁については情報を
得ているとしても，その参入阻止手段についてはほとんど正確に知りようがな
いであろう。ただ既存企業が参入を阻止するためには，既存の参入障壁を意図
的に高めるか，さもなければ参入阻止価格を設定することが考えられるが4)'
問題はそれらがどのように混成され，またはどの程度に効果的に行われるかで
ある。もちろん潜在的参入企業としては，いかなる参入阻止手段もそれが有効
でないことが望ましく，そのためには自身の生産規模や需要創出能力等を可能
な限り隠密にするとともに，逆に市場需要の状態や将来については既存企業以
上に正確に推知したいし，また既存企業の対抗手段の内容を予知しうれば，参
入成功は確実となるであろう。しかし既存企業もまたその手のうちを容易に感
知されることはないであろう。こうして潜在的競争は互いに手のうちを正確に
知りえないまま，不確実性のもやのなかでのゲームとして行われるのである。
これらの点に鑑みれば，潜在的参入企業の行動に関しても，次の仮定を設定す
るのが妥当であろう。
仮定 (iii)潜在的参入企業はそれが参入しようとする市場の需要の状態につ
いて不確実な知識よりもっていないし，またそれ自身が創出しう
る需要についても同様である。
この仮定の後半部分は，問題の市場が異質商品のそれであり，潜在的参入企業
が異質の「新商品」をもって参入を企図する場合には，特に意味をもつであろ
う。また以下においては， 潜在的参入企業は既存企業の製品の「質」，費用構
造または生産規模，および販売方法などの参入障壁に関しては正確な情報を得
ており，したがってその参入障壁が参入阻止に有効に作用していないものとす
4)この点， O.E. ウィリアムソンの例外はあるが，これまでの参入阻止価格論では，参
入阻止の目的のためには，他の参入障壁とは独立に，参入阻止価格だけが利用される
と仮定して議論が進められてきた。
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ところでB=S=M理論をはじめとする参入阻止価格論では，既存企業の参入
阻止行為は協調的に行われると想定されている5)。この処理には若干問題があ
るが，いまは当面の問題の解明を急ぐことにして，そのためにB=S=M理論と
同じように想定することにしよう。
これまでにあげた諸仮定の下では，既存企業はどのように参入阻止価格を設
定し，それがどの場合に成功し，どの場合に失敗するかを検討するのが本稿の
目的である。しかし以下の論議においては，先の仮定をすべて同時に設定する
のではなく，まず仮定(ii)を除いた単純な場合を考察し，次いで仮定(i)を加
えたヨリ一般的な場合にどう問題が展開するかを検討することにしたい。
]I 不確実な需要と参入阻止価格
最初に，不確実な需要に当面する既存企業の参入阻止行動を考えることにし
よう。そのために仮定(i)と(ii)のみがおかれる。既存企業と潜在的参入企業
は互いにその生産規模ないし費用構造について正確な知識をもっており，ただ
需要についての知識は両者とも不確実である。この場合，新規参入の企図に対
し，既存企業は参入阻止価格をいかに効果的に設定するであろうか？ 問題を
既存企業の側から吟味してゆくことにする。
既存企業がその市場需要について知っていることは，せいぜい現行価格で現
に既存企業のすべてによって供給されている量に等しい需要が存在することだ
けである。ただもし近い過去に変化して現行価格になったのであれば，以前の
価格における市場需要から市場需要曲線上の2点の位置を知っているとみなす
こともできる。しかしそうとしても，既存企業が新規参入に直面して参入阻止
価格を有効に設定するには，市場需要についての知識は不完全である。なぜな． 
ら，実際の需要曲線上の既知の 2点を単純に延長しても，必ずしも正確な需要
5)たとえば Bainい） p. 63, Kamien and Schwartz 〔釘 p.442参照。
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曲線は得られないからである。そこで既存企業は市場需要曲線を推測すること
が必要になる。それは次のようにして行われるであろう。
まず現行価格での需要量を示す 1点が実際の需要曲線上の 1点であることは
確実であるから，この点を通るいくつかの需要曲線を描いてみる。そのなかに
は近い過去の価格＝需要状態を示す 1点と現行需要点を結ぶ曲線も含まれるで
あろう。これらの曲線が推測されるためには，既存企業のもつ知識と情報のす
ペてが動員されるであろう。たとえば，需要の価格弾力性に反映されるはずの
その製品の「質」や特性，需要者の「選好態度」と「購買力」， あるいは他の
製品との「代替の弾力性」の推定値などの知識が利用されよう。これらの知識
に基づいて推測される需要曲線が何本になるかは確定できない。それは既存企
業の知識と予測能力にかかっている。そしてその推測された曲線はいずれも彼
らの意思決定に影響を及ぼすのである。それらの曲線のうちには実際の需要曲
線が含まれている可能性もあるが，他方それを全く含んでいないという危険も
ある。推測された各需要曲線が実際の需要曲線である（と信じられる） 「主観的
確率」はすべて同じであると考えてもよいが，またそれらが互いに異なると考
えることもできる。いずれにも確たる根拠はないから，以下では各需要曲線が
等しい確率をもって推測される場合と互いに異なった確率をもって推測される
場合に分けて考察を進めることにしよう。
まず，等しい確率をもつ何本かの需要曲線が推測されたとしよう。問題にな
るのはそれらの曲線の現行価格以下の部分であることはいうまでもあるまい。
いま単純化のために，潜在的参入企業はただ 1社だけであるとしよう。また既
存企業は新規参入阻止のためには参入阻止価格の設定という手段だけを用いる
ものとしよう。つまり，価格以外の参入障壁が有効な参入阻止の役割を果たし
ていないわけであるが，参入阻止価格とともに他の手段，たとえば販売支出の
追加や新製品開発の促進などの手段を採用しないものとする6)。ここで潜在的
6)参入阻止価格とともに販売支出が参入阻止手段として用いられると考えたのは 0.E. 
ウィリアムソンである。 Williamson(14〕。
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参入企業の費用関数が C=Co+aX クイプの一次式で与えられているものと
し，したがってその平均総費用はある生産水準までは逓減的であるが，その水
準を越えるとほとんど一定に近くなるものとしよう。このような型の平均総費
用曲線が既存企業に正確に知られているのである。
この場合，既存企業の参入阻止価格の設定のしかたは第1図によって説明す
るのがよいであろう。この図のE点は既存企業が現行価格Poで全体としてXo
の生産物を市場に供給している状態を示している。左方のC曲線は潜在的参入
企業の平均総費用曲線である。これだけの情報だけでは不足なので，既存企業
は実際の需要曲線と考えられるものを推測するが，それがいま 3本の曲線D1.
恥および Daとして得られたとしよう。これらの曲線はそのいずれかが実際
の需要曲線と信じられているが，その主観的確率は％ずつである。このように
不確実ではあっても，市場需要曲線なしに参入阻止価格の設定はできないので
既存企業は3本の「推測需要曲線」とC曲線から問題を解かねばならない。そ
こで既存企業は，通常そうするように， C曲線を水平に移動させてそれがDゎ
D2および Daの各曲線と a',/J'およびr'の各点で接するようにすると，そ
れがIC,I CおよびIIICのようになることがわかる。そうすると，もしD1
曲線が実際の需要曲線であれば，既存企業はD1曲線上の d点まで価格を引下
?
C .V D2 D, 
? ? ?
oa,p, ?
?
? ???
??，??
?
?ー?
?
X 
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げれば新規参入を阻止しうることになる。現行価格 P。を P1にし，生産量を
X。から X1に増大させるのである 7)。ここで d点は接点がに対応する <taとa
点に対応するふの距離が図の左方の0らよりやや少なくなるようにとること
によって得られる点であり，したがって P1はこの場合の参入阻止価格とみな
されるものである。しかし需要曲線は D1であるとは限らない。 D2であるか
もしれず，またDaであるかもしれない。そのために， D2やDaが実際の需要
曲線である場合を考慮して， 同様の手順を経て別な参入阻止価格，すなわち
D2の場合には P2,Daの場合には氏が求められねばならないa)。こうして
求められた 3個の参入阻止価格はどれが現実に採用されるのであろうか？それ
らは需要の不確実性のために求められたものであって，そのどれもが有効であ
るわけではない。しかし設定すべき参入阻止価格は 1個あればよいのである。
ここで気づかれることは，参入阻止価格が，その性質上，低いものほどヨリ高
いものの役割を兼ねうるが，その逆は不可能であるということである。したが
って， P1の価格でなら参入しうる参入企業もらの価格では参入しえないこと
があるが，逆にらで参入しうる参入企業がP1で参入しえないことはありえな
いのである。そこで既存企業がP2の価格を設定すれば，需要の状態がD1で
あっても D2であっても参入を阻止しうることがわかる。この点に鑑みれば，
3個の価格のうちでは氏が最低であり，最も有効であることになる。しかし. .. . . 
既存企業にとっては，参入阻止価格を Paに設定することによって主観的には
確実に参入を阻止しうるが，その甘受すべき利潤の減少も最大になる。ただそ
れが一時的な引下げであるか，または長期化しても参入を許容するよりは有利
7)ここで参入阻止価格が現行価格以下である場合に，既存企業が生産量を増大させるこ
とは， 「シロスの仮定」に反する行動であることはいうまでもない。 しかしこのよう
な生産量の増大がなければ， 需要が完全に硬直的でない限り， 設定された参入阻止
価格がもとの水準に上昇して参入阻止の役割を果たしえないことになるであろう。
Sylos-Labini 〔認〕, Modigliani (11), および Needham〔認〕。
8) 3個の参入阻止価格はそれぞれ対応する推測需要曲線が弾力的であるほど低くなって
いることに注意する必要があろう。
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である場合には，氏が参入阻止価格として採用されるであろう。
次に，各推測需要曲線の実際の需要曲線である（と信じられている）確率が異
なる場合にはどうであろうか？ この場合の異なる確率は P1, P2および Ps
の価格を設定したときに参入を阻止しうる確率を与えてくれる。すなわち，任
意の価格における参入阻止の確率は，その価格を含めて，それより高いすべて
の価格での個々の推測需要曲線の確率の累積値に等しいから，最低の参入阻止
価格を設定すれば100彩参入を阻止しうることになる。しかしもし Ds曲線の
確率がゼロに近い場合， もしくは既存企業にとって無視しうる場合には， P2 
を採用することもありえよう。その場合には， 恥曲線の確率だけ参入を阻止
しえなくともよいと決意したことになる。
これまでは既存企業の側から問題をみてきたが，潜在的競争には相手があり
独善は許されない。そこで一転して，潜在的参入企業の側から問題を考えてみ
ることにしよう。仮定(ii)によって，潜在的参入企業も不確実な需要に当面し
ており，したがって市場需要の実態を推測することによって参入を企図してい
る。参入企業としては，市場需要の推測において既存企業より特に有利な条件
も不利な条件もないであろう。市場の過去の経過についての知識は両者ほとん
ど同様にもっているとみてよいであろう。問題は既存企業の現にもっている需
要者とのつながりである。他の参入障壁は克服しうるとしても，参入後でなけ
れば確認しえない参入企業にとっての需要は，その事前の把握がきわめて困難
である。とはいえ，それが現在の市場需要の残余であるとみなすのは正しくな
いであろう。なぜなら，それは参入企業が自身で開拓するかもしれない新規の
需要を全く無視することになるからである。この点は，とりわけ，「異質商品」
市場では無視しえないであろう。新商品をもって参入する新企業が独自の需要
を喚起することに期待をかけたとしても不思議はない。しかし「同質商品」市
場では同じようには考えられないであろう。その商品が既存企業の製品に比し
て特に優位にあるといえない場合には，参入企業が独自の需要を開拓するのは
容易なことではない。にもかかわらず，参入時の積極的な販売努力を考慮すれ
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ば，それが全く不可能とみるのも正しくないであろう。ここに参入企業が既存
企業のそれとは異なった観点から，市場需要およびそれ自身の需要を推測する
ものとみなしうる根拠がある。この点で，本来ならば同質商品市場と異質商品
市場を別個に取扱うことが適当と思われるが，ここでは簡単のために両市場の
差を無視することにしよう。そうすると，需要推測のうえで既存企業と潜在的
参入企業の間に大きな差異が生じることはないであろう。しかし両者の推測が
一致するとみなす理由も全くない。一般には，両者の立場は利害相反するだけ
に，それぞれの推測需要曲線は異なったものになるであろう。参入企業のそれ
は既存企業のそれよりもむしろヨリ危険回避的もしくは安全第一主義的になる
とみてよいであろう。その慎重な推測の結果が何本の推測需要曲線としてあら
わされるかは確定しがたい。いま問題の市場の参入企業が何本かの需要曲線を
推測したとしよう。それらは第 1図の D1,D2および Daのような形の曲線
として得られるであろう。そうすると，参入企業はそれらの曲線を既存企業が
設定する参入阻止価格と対比することによって参入の可否を決定することがで
きる。この場合，既存企業の推測需要曲線と参入企業のそれが全く同じになれ
ば，既存企業の参入阻止はほとんど成功するであろう。この結果は全く偶然に
すぎないが，それが 1つの分岐点であることは確かである。すなわち，起りう
る結果は，両者の推測が完全に一致する場合もしくは少なくとも最も弾力的な
曲線が完全に一致する場合を中心にして，参入企業の推測需要曲線のうち既存
企業の曲線群のうちの最も弾力的な（勾配の緩い）曲線よりさらに弾力的なも
のが 1本以上得られる場合か， またはそれより非弾力的な（勾配の急な）曲線
のみよりない場合かのいずれかになるはずである。そして参入企業が既存企業
の推測する最も弾力的な曲線よりさらに弾力的な曲線がありうると推測した場
合には，既存企業の設定する参入阻止価格（たとえば第1図のPa)が参入企業に
参入後利潤を得て生産しうる余地をなにほどかの確率で残すことになるから，
参入企業に参入を断念させることができなくなり，逆に参入企業の推測した最
も弾力的な曲線が既存企業の推測した最も弾力的な曲線よりも非弾力的である
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場合には，参入阻止価格は完全に有効となり，参入企業は参入を断念せざるを
得なくなるであろう。この結果は，既存企業の場合のように，各曲線に付され
る確率が同値になる場合と異なる値になる場合を区別したとしてもほとんど異
ならないが，ただ参入企業の最も弾力的な曲線が既存企業のそれより弾力的で
あったとしても，その曲線が 1本だけであってその確率がゼロにきわめて近い
場合，およびそのような曲線が何本かあってもそれぞれの確率の和がゼロに近
い場合には，利潤の期待値がきわめて小さくなるので，参入企業は参入を断念
することになるかもしれない。また既存企業がDa曲線に付した確率がゼロに
近いためにPaを参入阻止価格として採用せず， P1を採用した場合に，参入企
業が Da曲線もしくはその近傍の推測需要曲線に％ないしそれに近い確率を付
すとすれば，参入企業は参入を実行するかもしれない。
これまでの結果から，仮定 (i)と(ii)の下では，既存企業が参入阻止可能と
みて設定した参入阻止価格が，潜在的参入企業との間で市場需要の推測が異な
れば，参入阻止に失敗する可能性もあることがわかった。しかし逆に，参入企
業が有効に阻止されず，参入を果たした後に，市場需要が現実に推測値と異な
り，そのためにいったんは参入に成功しながら，後に市場から撤退しなければ
ならないこともありうるであろう。それにもかかわらず，参入の実行と参入阻
止行為の基礎となるのは参入後の需要状態ではなく，参入前に推測されるそれ
であるために，参入阻止価格が有効に作用しないこともありうるのである。こ
の問題はさらに将来の市場需要の成長を期待して参入を企図し，それに既存企
業が阻止手段をとる場合には，さらに需要推測の範囲は拡散し，既存企業がそ
れに成功する確率は小さくなるであろう。
1[ 不確実な情報と参入阻止価格
ここで保留しておいた仮定(i)を設定し，その状況の下でこれまでと同じ参
入阻止価格の問題を考えてみよう。仮定(i)の追加によって，既存企業にとっ
て潜在的参入企業の費用構造または生産規模は既知ではなくなり，不確実な知
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識として利用しうるにすぎないものとなる。しかし参入企業にとっては，既存
企業の費用構造は正確に知られている。既存企業が参入企業の生産規模や費用
条件を正確に知らないとすれば，その阻止のための価格をどう設定するであろ
うか？ 前節では，市場需要が不確実により知られていなかったので，それを．．． 
推測することによって，既存企業は主観的に有効とみなす参入阻止価格を設定
したが，参入企業の費用構造についても同じように不確実な知識よりもってい
ないとすると，既存企業のとる方法は，参入阻止を諦めるのでなければ，需要
と同じく，それを推測することによって可能な限り有効な参入阻止価格を設定
する以外にないであろう。
いま既存企業が推測によって参入企業の費用構造を求めることにしたとすれ
ば，それはどのように行われるであろうか？ 当然，既存企業は参入企業の実
態を既得の情報に基づいてできる限り正確に把握しようとするが，その経営基
盤，対外的関係，組織的構造などは知りえても，その内面の参入戦略，すなわ
ち製品の質，費用構造，販売技術などは容易に推知しえないであろう。したが
って，その推測結果の精度は既存企業の経験に基づく予測能力によって決まる
が，参入企業もその実態をできる限り隠匿しようと努めるから，なにほどかの
P1C 
D, D, 
???
? X。 X, ?
第2図
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不正確さは免れえないであろう。結局，既存企業が推測した参入企業の費用構
造はいくつかの蓋然的な想像図として描き出されることになるであろう。
こうして既存企業が参入企業の費用構造を推測し， それが第2図の左方の
C1, C2および Csの各平均総費用曲線として求められたとしよう。各曲線が
下方に位置するほど大規模の参入企業を推定していることを示すのはいうまで
もなかろう。図の右方のE点は，前と同様，既存企業が全体として現に市場に
供給している生産物の価格と数量を示している。そしてD1,D2およびDaの
各曲線は既にみたような推測需要曲線であるとする。それらの需要曲線のうち
有効なものは広であったから，通常この Da曲線と平均総費用曲線から参入
阻止価格が決定されるはずであるが，しかしいまはその平均総費用曲線が確定
的でなく， Cゎ C2およびCaと3通りに推測されているのである。この場合，
既存企業は 3本の「推測平均総費用曲線」をいずれも Da曲線に接するように
右シフトさせ，それぞれの接点に応じて P1,P2およびPaの3個の参入阻止
価格に到達し，それらに応じて生産量をそれぞれ Xぃふおよび Xaに増大
させねばならないことを知るであろう。しかし参入阻止価格は 1個設定すれば
よいのであるから，最も有効なものを求めると，それは Paであることがわか
る。つまりここでも，需要の場合と同様，低い価格はヨリ高い価格の役割をも
兼ねているのである。こうして C1,C2およびCaの各曲線がどのような確率
で実現すると推測されるにせよ，市場価格を Paに引下げておけば，既存企業
の観点からは参入は阻止しうるはずである。ただし例外的に， Ca曲線の確率
がゼロに近い場合は，参入阻止価格を P2に設定してもその目的をほとんど達
成しうることになるであろう。
既存企業がこれ以上に有効に参入阻止価格を設定することは望みえないであ
ろう。しかしそれが参入阻止に成功するという保証はない。なぜなら，潜在的
参入企業の費用構造を正確に知っているのはその参入企業だけであり，その実
際の平均総費用曲線がC1,C2およびCaのいずれかに一致するとは限らない
からである。そのいずれかが参入企業のC曲線であると推測したのは既存企業
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であり，その主観的判断に基づいて得られたのであるから，それが参入企業の
C曲線と一致するという保証は全くない。実際のC曲線は C1曲線より高く位
置するかもしれないし，また Cs曲線より低く位置するかもしれない。 C1とCs
の中間にそれが位置することもありえよう。この場合，参入企業としては戦略
上できる限りそのC曲線が高く位置するかのように既存企業に推測させればよ
いことはいうまでもない。 しかし既存企業が，的中しないまでも， Cs曲線以
上の高さにそれが位置すると推測し，事実そうであれば，明らかに参入阻止に
成功するであろう。したがって，既存企業が安全第一主義をとるならば，参入
企業に最も有利と思われる位置まで最低の推測平均総費用曲線 Csを引下げ，
それによって参入阻止価格応を引下げておくことである。逆に，既存企業が
参入企業を過小評価したり，参入企業が小規模に擬装して既存企業を誤らせ，
その推測したら曲線より低いC曲線をもって参入するとすれば，その参入は
成功することになるであろう。
このように既存企業が潜在的参入企業の費用構造について不確実な情報より
得ていない場合には，往々にして参入阻止は失敗することになる。この結果は
仮りに推測平均総費用曲線群が， C=aXタイプの費用関数のために，全体に
わたって水平になると仮定しても，本質的に変わらないであろう。ただしその
場合には，参入阻止価格はその最低の推測平均総費用曲線の高さまで引下げら
れる必要があることはいうまでもない。
w 残された課題ー一結びに代えて
これまでの論議から，不確実な市場需要に当面する既存企業と潜在的参入企
業の間の参入をめぐる「かけひき」が，後者の費用構造について前者が不確実
な情報より得ていない場合にはさらに広い選択の場に引き入れられるために，
前者は有効に参入阻止価格を設定しえなくなることが明らかにされた。しかし
ここでは，異質商品市場への新商品をもってする参入の問題，および既存企業
と潜在的参入企業の双方における市場需要の将来の成長についての不確実性の
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問題は，これを故意に取上げなかった。参入企業が新製品をもって参入すると
きには，それがどれほど市場需要を変化させ，またそのうちどれだけを参入企
業が独自に獲得しうるかはいずれの側からも正確に推測することが困難なだけ
に，いずれをも誤まった戦略に導く可能性がたぶんにあり，したがって参入阻
止失敗の確率も高くなるであろう。また将来の市場需要の成長率については，
それの推測値が高いほど，参入企業をして当面参入して得られる利潤を犠牲に
することを容易ならしめるであろうから，ときにはたとえ参入直後には利潤が
得られず逆に損失が生じると予想したとしても，参入企業に参入を決意させる
かもしれない。その場合には，参入企業に利潤が得られないと予想させること
で参入阻止を狙う参入阻止価格はなんら実効をもたないことになる。
またここでは，複数の潜在的参入企業の存在する場合や，既存企業間に協調
体制がない場合の，参入阻止価格設定の問題も，単純化のために等閑視するこ
とになった。
これらの点に加えて，本稿では，参入障壁が有効どない場合に，新規参入を
阻止する手段として，参入阻止価格が独立に利用されるものとして議論を進め
てきたが，それが販売支出その他の補完的手段と同時に採用されうることは否
定しえないから，この点 Cも本稿の論議の結果をさらにヨリ一般的な形に拡張
することは必要であり，そしてそれはさして困難な仕事ではないであろう。
また市場需要の不確実性のほかに，先にあげたカミエン＝シュワルツらの分
析した参入の不確実性という要因を加えた場合の潜在的競争と参入阻止価格の
問題も興味をそそられるが，それらの諸問題はいずれも今後の課題として残し
ておくことにしよう。
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